
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・・・・

（２）固定資産の減価償却の方法

建物(H19.4.1以降取得)、ｿﾌﾄｳｴｱ ・・

その他建物・機械器具・備品・・・・定率法によっている。

（３）引当金の計上基準

退職給付引当金・・・・・・・・・・職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に

基づき、当期末に発生していると認められる額を計上している。

賞与引当金・・・・・・・・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当期に帰属する額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．会計方針の変更

平成20年4月11日公益法人会計基準の改正に伴い、本会は平成21年度より導入している。

３．基本資産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本資産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本資産
290,095,391 20,421,839 0 310,517,230

0 0 0 0
290,095,391 20,421,839 0 310,517,230

特定資産
671,410,149 53,047,345 6,659,159 717,798,335

1,620,939,593 416,573,269 300,000,000 1,737,512,862
577,261,753 1,222,449 0 578,484,202

6,261,063 9,002,003 9,330,000 5,933,066
578,698,347 50,243,053 967,793 627,973,607

3,454,570,905 530,088,119 316,956,952 3,667,702,072
3,744,666,296 550,509,958 316,956,952 3,978,219,302

４．基本資産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本資産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（うち指定正味財 （うち一般正味財産 （うち負債に

産からの充当額） からの充当額） 対応する額）

基本資産
310,517,230 0 310,517,230 0

0 0 0 0
小 計 310,517,230 0 310,517,230 0

特定資産
717,798,335 0 0 717,798,335

1,737,512,862 0 1,737,512,862 0
578,484,202 0 578,484,202 0

5,933,066 0 5,933,066 0
627,973,607 0 627,973,607 0

小 計 3,667,702,072 0 2,949,903,737 717,798,335

合 計 3,978,219,302 0 3,260,420,967 717,798,335

５．担保に供している資産

短期借入金に供している資産 ・・・自由金利型定期預金　500,000,000円

６．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高（直接法)

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
建物･構築物 848,009,810 642,706,617 205,303,193
機械器具・備品 157,471,163 146,087,447 11,383,716
車両運搬具 0 0 0

1,005,480,973 788,794,064 216,686,909
７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権金額 貸倒引当金 当期末残高

未収金 328,947,546 0 328,947,546

前払金、仮払金 4,743,229 0 4,743,229

333,690,775 0 333,690,775

８．保証債務 無し

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおり

帳簿価格 時 価 評価損益
国債 0 0 0
地方債 0 0 0
金融債 0 0 0

0 0 0

１０．補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 ～省略

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額

金 額

経常収益への振替額 0

減価償却費計上による振替額 0

0

１２．関連当事者との取引の内容 無し

１３．重要な後発事象 無し

１４．その他 無し

財務諸表に対する注記 

小 計
合 計

科 目

小 計

取得価格によっている。

定額法によっている。

科 目

一般基本積立資産
出資積立資産　　

退職給付引当資産
調査設計積立資産
技術援助積立資産
役員功労積立資産
固定資産更新資産

当期末残高

一般基本積立資産
出 資 積 立 資 産

合 計

調査設計積立資産
技術援助積立資産
役員功労積立資産
固定資産更新資産

科 目

合 計

科 目

合 計

科 目

合 計

内 容

退職給付引当資産
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